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（4）ハロカーボン類

ハロカーボン類は、フッ素、塩素、臭素、ヨ

ウ素を含んだ炭素化合物の総称であり、その

多くは本来自然界には存在しない人工物質で

ある。これらは直接温室効果ガスとして働く

ほか、一部のハロカーボン類は成層圏オゾン

を破壊する働きもある。ハロカーボン類の大

気中濃度は二酸化炭素に比べて 100 万分の 1

程度だが、表 2.6.1 に示したように単位重量あ

たりの温室効果が数千倍と大きいため、わず

かな増加でも地球温暖化への影響は大きい。

また、大気中の寿命が比較的長いため、いっ

たん大気中へ放出されると影響が長期間にわ

たって継続する。

主要なハロカーボンである CFCs（クロロフ

ルオロカーボン類、通称フロンガス）は、フ

ッ素、塩素を含む炭素化合物で、冷蔵庫やク

ーラーの冷媒、スプレー缶の噴霧剤として広

く使われてきたが、オゾン層を破壊すること

から生産などが規制されている。この結果、

図 2.6.20 に示すように、大気中の CFC-11 濃

度は 1993 年をピークに徐々に減少している。

CFC-12 濃度は増加が続いているものの増加率

が非常に小さくなり、CFC-133 濃度は、わず

かではあるが減少傾向となっている。

図 2.6.20 CFC-11 の大気中月平均濃度の経年変
化（黒丸は北半球、白丸は南半球の観測点の
値）
WMO（2004）より。

図 2.6.21 は大気中 CFC-11 の綾里における

観測結果を示している。図 2.6.20 に比べ観測

期間は短いものの、1993 年をピークに濃度は

減少に転じていることがわかる。

図 2.6.21 綾里における CFC-11 の大気中月平
均濃度の経年変化

一方、CFCs の代替物質として使用されてい

る HCFCs（ハイドロクロロフルオロカーボン

類）や HFCs（ハイドロフルオロカーボン類）、

PFCs（パーフルオロカーボン類）の濃度は増

加を続けている。図 2.6.22 は HCFC-141b お

よび HCFC-142b の濃度の経年変化を示した

ものである。これらは 2004 年より段階的な生

産規制が行われているが、大気中濃度は増加

を続けている。

図 2.6.22 HCFC-141b,142b の大気中月平均濃
度の経年変化（黒丸は北半球、白丸は南半球
の観測点の値）
WMO（2004）より

SF6（六フッ化硫黄）は、重電機器の絶縁物

質として使用されているフッ素化合物で、

HFCsや PFCsとともに、京都議定書における

排出削減対象となっている。SF6の濃度は 1980

年代から 1990 年代の間に年平均で 7％ずつ増

加しており（IPCC, 2001）、2002 年半ばには

5ppt近くに達している。

近年、長寿命の人為起源の温室効果ガスが新

しく発見された（IPCC, 2001）。これはトリフ

ルオロメチル五フッ化硫黄（SF5CF3）と呼ば

れるもので、PFCs と SF6の化合物である。単

位質量あたりの温室効果が非常に大きい気体
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であり、1960 年代にはほとんど地球上に存在

しなかったものが、1999 年には 0.12ppt まで

上昇した（IPCC, 2001）。

（5）対流圏オゾン

地球上のオゾンは大部分が成層圏にあって、

太陽から降り注ぐ紫外線を吸収することによ

って、地球上の生物を守る役割を果たしてい

る。一方、対流圏に存在するオゾンは、量と

しては地球上の全量の 10%にも満たないが、

生物に対して悪影響を及ぼす。高濃度のオゾ

ンは目の刺激やのどの痛みなど人体への影響

を及ぼすほか、植物を枯らしてしまうなどの

被害を及ぼす。そのため、オゾンを含む光化

学オキシダント（光化学反応により生成され

る酸化性物質）濃度の環境基準は、１時間平

均値が 0.06ppm（60ppb）以下と定められて

いる。さらに、オゾンは紫外域だけでなく赤

外域にも強い吸収帯があるため、温室効果ガ

スとしても働く。産業革命以降の温暖化への

寄与は、温室効果ガスの中で 3 番目に大きい

と見積られている（IPCC, 2001）。また、大気

中の水酸分子 OH ラジカルを生成する契機と

なる物質であり、例えばメタンなどほかの温

室効果ガスの対流圏における濃度変化に大き

な影響を及ぼす。

地上付近のオゾンは、自動車や工場から排出

される一定濃度以上の窒素酸化物と一酸化炭

素や炭化水素などが、太陽光により光化学反

応を起こして発生する。また、成層圏からの

流入も供給源となっている。対流圏オゾンは、

反応性が高いことから局地的な濃度の偏りが

強く、全球での平均濃度を求めるのは難しい

（IPCC, 2001）。

世界保健機関（WHO）は、ヨーロッパにお

いて作物の収量に影響を与える基準として、

昼間の地上オゾン濃度 40ppb 以上の時間につ

いて、3 か月間の濃度と時間の積算値を示して

いる（WHO, 2000）。Pochanart et al.（2002）

は、利尻、隠岐、小笠原、沖縄での観測から、

日本においてもこの基準を超える場合がある

ことを指摘している。実際に Wang and

Mauzerall（2004）は、オゾンによる長時間

の曝露により、1990 年に中国、日本、韓国に

おいて、小麦、米、トウモロコシは 1～9%、

大豆は 23～27%生産が減少したと見積もると

ともに、2020年にはオゾン濃度の上昇により、

さらに生産が減少するだろうと予測している。

また、日本上空の対流圏オゾン濃度が増加し

ており、その原因が中国や韓国など東アジア

地域から放出された窒素酸化物などの影響に

よるものであるとの報告もなされている（Naja

and Akimoto, 2004）。このように、対流圏オ

ゾンは日常の生活や環境に大きく影響を及ぼ

す可能性が指摘されている。

図 2.6.23 綾里、南鳥島および与那国島におけ
る大気中の地上オゾン濃度の経年変化

図 2.6.23 に国内 3 地点における地上オゾン

濃度の経年変化を示す。綾里では、観測を開

始した 1990 年代以降、わずかながら濃度の増

加がみられる。また、各地点とも冬または春

に濃度が高く、夏に低いという季節変動を繰

り返している。春は日射が強くなり光化学生

成が活発となるため高濃度となるが、夏季に

は清浄な海洋性気団に覆われるため、濃度が

低下すると考えられている。さらに、同じ緯

度帯にある二つの観測地点の中で、与那国島

は南鳥島より濃度が高い。中国東部における

観測では、月平均濃度の極大が秋にあり、長

江デルタ地帯では 60 ppbを超える（Chameides

et al., 1999）。与那国島の濃度は秋から春には


